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第18回国際PPPフォーラム“PPPにおける人材育成”プログラム

2023年10月30日（月）13：30～17：00

13:30 開会挨拶 東洋大学学長 矢口悦子

13:40 問題提起「PPPにおける人材育成の目的と方法」

根本祐二 （東洋大学教授）

14:00 事例報告

岩手県紫波町 鎌田 千市氏（紫波町役場）

神奈川県三浦市 徳江 卓氏（三浦市役所）

三重県桑名市 西田 喜久氏（桑名市役所）

広島県廿日市市 星野 篤史氏（廿日市市役所）

奈良県広陵町 奥田 育裕氏（広陵町役場）

フィリピン・ブトウァン市 加藤 聡氏（（株）長大）

15:00 休憩

15:0～15:25

コメント「世界のPPP人材育成と東洋大学への期待」

15:30～17:00

17:00 

ペドロ・ネヴェス氏

（東洋大学アジアPPP研究所アドバイザー、UNECE コンサルタント）

パネルディスカッション 進行：サム田渕 東洋大学名誉教授

閉会

18th International PPP Forum “Human resource development in PPPs”

13:30～17:00 Monday, October 30, 2023

13:30 Opening Remarks by Etsuko Yaguchi President, Toyo University

13:40 “Human resource development in PPPs—objectives and methods”

by Mr. Yuji Nemoto (Toyo University)

14:00 Case studies

Shiwa, Iwate Mr. Senichi Kamada

Miura, Kanagawa Mr. Takashi Tokue

Kuwana, Mie Mr. Yoshihisa Nishida

Hatsukaichi, Hiroshima Mr. Atsushi Hoshino

Koryo, Nara Mr. Ikuhiro Okuda

Butuan, Philippines Mr. Satoshi Kato (Chodai Co. Ltd.)

15:00 Break 

15:10～15:25 “Human resource developments in PPPs in the world and expectations to Toyo University”

Pedro Neves (APPPI advisor, UNECE consultant)

15:25～17:00 Panel discussion Moderator: Mr. Sam Tabuchi (Professor emeritus)

17:00 Closing
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Social science

●なぜ、「PPPの人材育成」が重要なテーマなの
か？
Why is “Capacity Building in PPP" an 
important topic?

●PPPは、官と民、社会科学と自然科学の分野を融
合したものである。
PPP is a fusion of public and private sectors, 
social and natural science fields. 

●それぞれの専門家が集まって議論しても、それ
ぞれの基礎知識、考え方が異なるため、相互理解
が進まない。
Even when experts from different fields 
gather to discuss, a mutual understanding 
does not progress due to differences in their 
basic knowledge and ways of thinking.
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PPPにおける人材育成の目的と方法
Objectives and Methods of Capacity Building in PPP

東洋大学根本祐二
Yuji Nemoto, Toyo Univ.

防災

disaster prevention

●PPPの専門家とは、縦割りの専門家同士、また、
専門家とそうでない人（自治体職員、住民）をつな
げる専門家である。
PPP specialists are the experts who can 
connect various specialists to each other, and 
to those who are not specialists (public 
officials and residents).

●それぞれの分野には、それぞれの専門家の人材育
成システムが確立している。しかし、PPPの専門家
の人材育成システムはなかった。
Each field has its own established capacity 
building system for specialists. However, 
there was no capacity building system for PPP 
specialists.

●東洋大学は、こうした認識のもとに、PPPスクー
ルを設置した。
Based on this recognition, Toyo University 
established the PPP School in 2006.
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初期のPPP事例 Early PPP case

ユニバーサルスタジオジャパン
Universal Studios Japan

1990’s 大阪市が誘致
The city of Osaka enticed Universal Studios to the city.
1995～8 関係者間で企画・調整
Planning and coordination among all parties involved
2000 開業 Open

大阪市
Osaka 
City

大阪ガス
Osaka Gas

日立造船
Hitachi 
Zosen

住友金属工
業

Sumitomo 
Metal

SPC
（USJ)

誘致 enticement
土地貸付 land loan
出資 equity

金融機
関

finance

土地貸付 land loan
出資 equity

融資 loan

●困難を感じた点
Difficulties encountered

・立場によって異なる市場リスクの見方
Different perspectives on market risk depending on one's 
position

・大阪市の関与への期待と不安
Expectations and concerns about Osaka City's involvement

・ユニバーサルスタジオ社への期待と不安
Expectations and concerns about Universal Studios Inc.

・難解なプロジェクトファイナンス
Complex and difficult to understand project finance

・分厚い契約書
Lengthy contracts

・未成熟のPPP制度
Immature PPP system  (PFI act (1999))

・多数の専門家の共通言語の欠如
lack of a common language for many experts

●手探りの調整に膨大な時間と費用を必要とした。
The trial-and-error adjustments required an enormous amount of 
time and money.

●人材育成の必要性を痛感。
keenly aware of the need for capacity building in PPP.

ユニバーサル・
スタジオ社
Universal 

Studios Inc.
企画 planning

●東洋大学PPPスクールのプログラムの特徴
Features of Toyo University PPP School Program

１）理論、応用、実践をカバーする幅広い分野の教員を
配置
Faculty members from a wide range of fields 
covering theory, application, and practice

２）自治体、建設・不動産、コンサルタント、金融、法
律など院生も幅広い分野から入学
Students come from a wide range of fields, 
including local government, construction/real 
estate, consulting, finance and legal etc.

⇒スクール内でPPPの環境がある
There is an environment to create partnership 
among students from public and private

３）地域再生支援プログラムによる実践機会の提供
Providing practical opportunities through the 
Regional Development Advisory Program



























三浦市のPPPプロジェクトについて

三浦市市長室長 ８期 徳江 卓
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三浦市公共下⽔道におけるコンセッション⽅式導⼊可能性調査報告書を公表平成28年
（2016）3⽉

⼆町⾕地区埋⽴地海業振興を⽬指す⽤地利活⽤プロジェクト始動（募集要項の公表）平成28年
（2016）7⽉

（仮称）⼦育て賃貸住宅整備事業におけるPPP/PFI導⼊可能性調査を実施（平成29年から開始）令和元年
（2019）3⽉

⼆町⾕地区埋⽴地海業プロジェクト⼟地売買契約締結（㈱安⽥造船所、興和㈱）令和2年
（2020）3⽉

旧三崎中学校等城⼭地区事業⽤地利活⽤プロジェクト始動（募集要項の公表）令和3年
（2021）６⽉

旧三崎中学校等城⼭地区事業⽤地利活⽤プロジェクト基本協定契約の締結令和4年
（2022）1⽉

三浦市⼦育て賃貸住宅等整備事業特定事業契約の締結令和4年
（2022）6⽉

三浦市市⺠交流拠点整備事業募集要項等公表令和5年
（2023）1⽉

三浦市公共下⽔道にコンセッション⽅式（国内初のフルセット）導⼊令和5年
（2023）4⽉

三浦市市⺠交流拠点整備事業優先交渉権者決定令和5年
（2023）7⽉

年⽉ 内容

三浦市のPPP年表（抜粋）



市長室とは

市⻑室設置の⽬的
市⻑の発案で、市⻑からの特命事業を担うために平成26年４⽉市⻑室を設置

担当事業
①⼆町⾕地区海業振興を⽬指す⽤地利活⽤プロジェクト（海業プロジェクト）
②市⺠交流拠点整備事業（県⽴三崎⾼校跡地利活⽤）
③旧三崎中学跡地等城⼭地区利活⽤
④城ヶ島⻄部地区まちづくり
これらの事業をＰＰＰ（公⺠連携）の活⽤により実施
総勢７名（２名の兼務を含む。）の部（プロジェクトチーム）
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「海業」とは「海業」とは

〔漁業〕
沿岸漁業
沖合漁業
遠洋漁業
養 殖 業

産直
朝市

飲食
マリン用品
食料品
燃料

〔商業〕
保険・電気
通信・運輸

卸

〔農業〕

建築

〔工業〕〔教育〕

〔観光・レク
リェーション業〕

マリンレジャー
ゴルフテニス

〔資源
エネルギー〕

野菜
果物

マリンレジャー
機械製造

造船・船舶修理

海洋教育
食の安全教育
歴史・文化

太陽光発電
波力発電
風力発電

海の家
ホテル
マリーナ

観光
農業

水産
加工

地産地
消教育

遊漁

体験漁
業

バイオ
マス

〔健康〕

DHA

セレノ
ネイン

健康食品
サプリメント

〔環境〕

藻場
・干潟

生態系保全
ブルーカーボン

• 三浦市の海業とは、海の持
つ多様な価値や潜在能⼒を
経済活動の対象とする産業
群や業種の集まりの総称を
⽰すもの

• 海業は、昭和60年（1985
年）に当時の久野市⻑による造
語で、地域活性化のキーワード

• 令和4年（2022年）国の⽔産
基本計画等において「漁村の
⼈々が海や漁村に関する地域資
源の価値や魅⼒を活⽤して所得
機会の増⼤等を図る取り組み」
を⽰す⾔葉として使⽤
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三崎フィッシャリーナウォーフ（うらりマルシェ）

5
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海業の振興 第１期・第２期

平成13年
（2001年）

海業の誕⽣

平成28年
（2016年）

第２期第１期

昭和60年
（1985年）

三崎フィッシャリーナ
ウォーフ開業（うらりマ
ルシェ）

令和2年
（2020年）

海業プロジェクト始動

⼟地売買契約締結

平成16年
（2004年）

にじいろさかな号
運航

令和4年
（2022年）

浮桟橋供⽤開始

PPP（公⺠連携）フル活⽤による海業市と三セクによる海業
（狭義のPPP）

海業プロジェクト施設
完成予定

令和12年
（2030年）
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海業プロジェクトの経過（抜粋）

2007年 ⽔産物流通加⼯業務団地分譲開始するも⽴地者現れず

2014年 市⻑室設置 ヒアリング開始
2015年 地域再⽣計画策定協議会設置

海業プロジェクト始動（事業者募集開始）
2016年

⼟地売買契約締結（㈱安⽥造船所、興和㈱ ） 2020年

最⼤300フィートの係留が可能な浮桟橋の試験供⽤開始と
ブランディングイベント三浦ランデブーの開催 2022年

2011年 東洋⼤学からPPPの活⽤に関する提案を受ける
2013年 東洋⼤学⼤学院公⺠連携専攻⼊学

1996年 ⽔産物流通加⼯業務団地の造成を⽬的に⼆町⾕地区の埋⽴開始

三浦縦貫道林入口

津久井浜

三浦海岸

城ヶ島

佐原IC

京急長沢

三崎口

YRP野比

京急久里浜

京

急

線

衣笠IC

久里浜

J
R
線

三 浦 市

横 須 賀 市

↑至 品川

三崎中学校跡地利活⽤

三

浦

縦
貫

道

路

横
浜

横
須 賀 道

路

市⺠交流拠点整備事業（県
⽴三崎⾼校跡地利活⽤）

海業プロジェクト（⼆町⾕地区
埋⽴地）
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城ヶ島⻄部地区
まちづくり

事業対象地



二町谷地区埋立地の立地状況（令和５年10月30日現在）
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海業プロジェクト (イメージ図)

浮桟橋１号・ ２号
(2021年度～)

ヴィラ、スモールホテル、コンドミニ
アム(2025年度～)

高級ホテル、商業施設等
(2027年度～)

10



海業プロジェクトにおけるPPPのユニークポイント

特定第三種漁港内のリゾート施設整備
事業⽤地と浮桟橋との間に位置する⼆町⾕北公園について、神
奈川県から事務委託の委託を受ける

受託した三浦市は指定管理制度によりエスパシオミサキマリンリ
ゾート㈱の指定管理とした（三浦市から管理料の⽀払いなし。既
存施設の改修を除き、維持管理運営費は事業者負担）

浮桟橋は、三浦市の公の施設として事業者が設置
三浦市は指定管理制度によりエスパシオミサキマリンリゾート㈱へ
（三浦市から管理料の⽀払いなし。すべての経費は事業者負
担）
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海業プロジェクトにおけるPPPの強み

ある⽤途では魅⼒がないが別の⽤途で光輝く→海業をコンセプトとした⺠間事
業者の募集を⾏い弱みを強みに変える提案を受けることができた

利活⽤のアイディアは⺠間（市場）から。事業者募集コンセプトの幅が広いほ
ど、アイディアの幅が広がり⺠間参⼊の可能性が⾼まる→幅広い概念である
海業は最適

公⺠連携の適正な役割分担。⺠間はビジネスのアイディアを出し、実⾏する。
⾏政はそれを実現できる環境を整え（海の利⽤など）実現を⽀援する

時間をかけて進める公⺠連携事業は、公⺠双⽅の意⾒や考えを⽰し協
議することが可能であり、公⺠双⽅の利益最⼤化を⽬指すことができる

公⺠連携で取り組むことで、⾏政だけでは成し得ない⼤規模な投資が実現で
きる

12



海業×PPPによる効果

三浦市の主要産業である、農業、漁業、観光業の活性化
（消費拡⼤や新たな観光客層の創出等）につながる
海業プロジェクトは、富裕層をターゲットとした⼤規模リゾー
ト施設の開発により、富裕層があこがれるまちとなることを⽬
指すもの→富裕層のあこがれは、市⺠にシビックプライドを醸
成する
ホテルや商業施設の整備は三浦市の⼈⼝減少原因の⼀つ
である、働く場所が少ないことの解消につながる
海業のコンセプトを公⺠連携事業で実現する（海業
×PPP）の取り組みには、計り知れない可能性がある 13

海業×ＰＰＰで三浦市に憧れを創出する

14



三浦市のPPPによる企業誘致は３つの「創」によるマネジメント

創設

創造

創業

15

創設
権限と情報を集中したワンストップのプロ
ジェクト組織を創設

創造
プロジェクトを進めながら公⺠の役割分担
を双⽅で創造

創業
創設した組織、創造した役割分担のもと
に、公⺠で事業環境を整え創業

理想は、回り続けること
３つの「創」をＰＰＰで実行し官民双方の利益を最大化するマネジメントを実現
マネジメントの真価は実践。真価は理屈ではなく結果にこそ宿る（ドラッカー）

真価は三浦の活性化

開発済
約２ha ベイシア・

市⺠交流センタ－

消防署

駐⾞場

敷地図

開発予定地
約３ha

N

市民交流拠点整備事業（県立三崎高校跡地利活用）



・旧三崎中学校跡地等城⼭地区は、旧三崎中学校をはじ
め、市役所庁舎や旧福祉会館などの公共施設が集中する
地域
・観光客が増加傾向にある三崎下町地区に近接する地区
でもある。
・そこで、この場所に、観光客の滞在時間の延⻑に資する宿
泊機能を有する施設を整備する⺠間事業者をプロポーザル
公募⽅式により募集し決定した。

旧三崎中学校跡地等城山地区市有地利活用プロジェクト



桑名市の公民連携の取組みについて

三重県 桑名市

西田 喜久

• 年間1,500万人の来客数を誇る複合リゾート施設「ナガシマリゾート」
• バラエティに富んだアトラクション、ジャンボ海水プール、アウトレットモール、「なばなの里」のイルミネーション、などが有名
• 「その手は桑名の焼き蛤」で江戸時代から桑名のはまぐりが有名。はまぐりを使用した商品はふるさと納税の返礼品でも人気
• 東海道４２番目の宿場町
• 国の重要文化財に指定された六華苑は鹿鳴館の設計で有名なジョサイア・コンドルが設計

【ナガシマリゾート】 【アウトレットモール】 【なばなの里：ベゴニアガーデン】

【はまぐり】 【東海道42番目の宿場町】 【六華苑】

目 次
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1. 桑名市の概要

２. 桑名市の公民連携の歩み ～年 表～

３. 東洋大学で得たことを活かして

①桑名駅周辺整備事業

②民間提案窓口の設置と組織改編

※民間提案の事例紹介

４．最後に「新しい視点をもった公民連携の取組み」



１.桑名市の概要

2

（三重県 桑名市）

岐⾩県

愛知県 静岡県

1.桑名市の概要

名古屋市から、鉄道で約２０分
運行頻度の高いＪＲ線、近鉄線、養老
線、北勢線の4路線が通っている

3

• 平成16年12月 １市２町が合併
（桑名市、多度町、長島町）

• 人口 139,169人（令和5年３月末）

• 世帯数 61,100世帯

• 面積 136.65km2

桑名市

セントレア

住宅都市として発展



２. 桑名市の公民連携の歩み ～年 表～
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）

日
本
初

平成1６ 平成2７

２. 桑名市の公民連携の歩み ～年 表～

組
織
改
編

社
会
構
造
の
変
化
な
ど
の

大
き
な
課
題

5

（経
済
学
研
究
科

公
民
連
携
専
攻
）

3月
報
告
書
提
出

報
告
会
と
実
現
に
向
け
た
協
議
会

（

名
）

桑
名
駅
周
辺
を
中
心
に
視
察
を
実
施

11月

10

平成28

東
洋
大
学
の
現
地
調
査
終
了

1月４月

民
間
提
案
窓
口

「コ
ラ
ボ
・
ラ
ボ
桑
名
」開
設

10月

桑
名
駅
西
土
地
区
画
整
理
事
業

中
断
移
転
住
宅
整
備
業
務

に
係
る
提
案
募
集
を
開
始

12月

平成29

４月

民
間
と
の
対
話
・ス
ピ
ー
ド

に
対
応
す
る
為
に
・・
・

8月

コ
ラ
ボ
ハ
ウ
ス
入
居
開
始

桑
名
駅
西
土
地
区
画
整
理
事
業

中
断
移
転
住
宅
コ
ラ
ボ
ハ
ウ
ス
完
成

平成30

3月

令和３

健
康
増
進
施
設

「神
馬
の
湯
」

3月 多
世
代
共
生
型
施
設

「福
祉
ヴ
ィ
レ
ッ
ジ
」

4月令和４

3月

オ
ー
プ
ン
フ
ィ
ー
ル
ド
構
想

桑
名
駅
自
由
通
路
供
用
開
始

令和2

8月

Ｐ
Ｐ
Ｆ
「第
３
の
施
設
」誕
生

6月

東
洋
大
学
の
現
地
調
査

東洋大学PPP導入可能性調査 コラボ・ラボ桑名開設

３部４課４係

１部１課2係

ヒト・モノ・カネ



３.東洋大学で得たことを活かして

6

①東洋大学PPP導入可能性調査（桑名駅周辺整備事業）
・中断移転住宅の建設手法

②民間提案窓口の設置と組織改編

・コラボ・ラボ桑名

3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

改札

【桑名駅東エリア】
桑名市の顔「観光機能」

【桑名駅西エリア】
土地区画整理事業の早期完成を目
指す為「中断移転住宅」を建設

2016年 現在

桑名市役所●

7

自由通路

桑名市役所
●

駅東西の分断

中断移転住宅の建設手法

駅東西の分断



3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

PPP手法を導入した中断移転住宅について

東洋大学に駅周辺の３つの課題研究の１つ
①桑名駅西土地区画整理事業に伴う移転対象者の仮住まい・・・中断移転住宅

平成27年11月東洋大学

田渕ゼミで現地調査を実施

「時間短縮」＋「コスト縮減」

駅西広場と幹線道路の早期整備を目指し、区域内の居住者の仮
住まい・中断移転住宅の建設手法について調査を依頼

8

事業早期化を促すPPP手法の導入として

二段階民間提案方式「RFQ・RFP」の提案

≪桑名市で報告会を開催≫

効果協働応募者の提案市直営の場合

構造変更
軽量鉄骨造（15年使用）

10戸
RC造（15年使用想定）

10戸
建築手法

工期1年短縮平成29年度末平成30年度末完成予定

非保有
大和リース株式会社三重支店

（リース方式）
市建物所有

事業完了後の選択が可能

①解体撤去
②契約継続

③市が財産として所有
①～③の選択肢から選択可能

中断移転住宅業務が完了した後
も市が財産として所有

15年後
（事業完了後）

総額約33,500千円の削減２８７,６４０千円３２１,２０８千円事業費

人件費等の削減借上料（15年間）
設計費、建築費、維持管理費、

解体費、人件費
事業費内容

9

≪ 市直営と比較した提案内容の詳細について ≫

桑名駅西 「コラボハウス」

・ 移転対象者の移転が早期に！

・ 入居者の状況に応じ、

１階と２階の同時利用が可能

大和ハウスグループの提案により

中断移転住宅を整備

3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

• 2段階方式による整備手法（RFQ・RFP）

• 民間発想の自由提案

• インセンティブ付与
桑名市初

公募



桑名駅西口エリアの完成イメージパース

3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

10
R6年度の完成予定

駅西広場と幹線道路の早期実現

11

桑名駅東口エリアの完成イメージパース

3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

プロポーザル方式：ホテルと駅前広場の一体開発を民間提案により計画 ≪DB方式≫



12

3.東洋大学で得たことを活かして～①東洋大学PPP導入可能性調査：桑名駅周辺整備事業～

R2.8～

【平成２９年度組織】

・ 政策経営課－行政改革・公民連携推進係
・ 公共施設マネジメント課－公共施設マネジメント係
・ 財政課－財政係
・ 建築住宅課－営繕係

３部４課４係の部署を１部１課2係へ

3.東洋大学で得たことを活かして～
②民間提案窓口の設置と組織改編

「コラボ・ラボ桑名」設置

13

公民連携対話の場

創出

総務部 財政課ー財政・財政改革係 公共施設マネジメント係

そして

≪民間スピードに対応≫≪公民連携をさらに前進≫



対等なパートナーとして
ＷⅠＮーＷⅠＮの関係を構築

コラボ・ラボ ： 「公」と「民」の連携（コラボ）を研究する研究所（ラボラトリー）を意味します。

≪公民連携ワンストップ対話窓口≫
平成28年創設どんな提案

でも受ける

14

3.東洋大学で得たことを活かして：②民間提案窓口の設置と組織改編「コラボ・ラボ桑名」設置

公民連携の成果

③消防庁舎再編整備事業
R7供用開始予定

DB方式
複合化

（民間施設含む）

②多世代共生型施設
「桑名福祉ヴィレッジ」

R4.4オープン

・療育センター
・保育所
・養護老人ホーム
・母子生活支援施設
・福祉センター

民設民営
複合化

①桑名市健康増進施設
「神馬の湯」

R3.3オープン

民設民営

15

公設公営

・消防本部
・分署
・市民センター
・郵便局

④多度小中一貫校
R8.4開校予定

・多度青葉小学校
・多度東小学校
・多度北小学校
・多度中小学校
・多度中学校

DB方式
小中一貫
多度学園

※民間提案の事例紹介

コラボ・ラボ桑名 コラボ・ラボ桑名



16

平成１5年 令和３年18年間

公設公営 PFI手法で公募 民設民営

一旦、事業の見直し
桑名市健康増進施設「神馬の湯」

事業用定期借地契約（30年間）

フリー型提案

・用地取得
・温泉掘削
・敷地造成

≪施設建設の検討開始≫

⇒4.5億円

建設費（民間）：16億円

事業背景【経緯】

・市町村合併や社会情勢の変化

・市民ニーズの変化

・新たな市民サービスへの対応

≪目的：高齢者入浴施設等≫ 優先交渉権者なし

※民間提案の事例紹介～健康増進施設「神馬の湯」～

公民連携

17じゃらんニュースHPより「https://www.jalan.net/news/article/682279/」

※民間提案の事例紹介～健康増進施設「神馬の湯」～

施設概要

・敷地面積：12,380.1㎡

・延床面積：2,794.2㎡

・泉質：アルカリ性単純温泉

・天然温泉、岩盤浴、サウナ、ボディケア、食事

• 提案事業者：蔦井株式会社⇒民設民営
• 土地貸付収入：4,867,200円/年×30年間
• 入湯税：約1,200万円/年

年間25万人の利用



⼤和リース株式会社HPより：https://www.daiwalease.co.jp/works/prefab/25725
18

※民間提案の事例紹介～多世代共生型施設「桑名福祉ヴィレッジ」～

福祉センター

⺟⼦⽣活⽀援施設

福祉ヴィレッジ

拡⼤図

療育センター

保育所
養護⽼⼈ホーム

市内に点在する５つの福祉施設（公設）機能を
民設民営により一つに集約

19

※民間提案の事例紹介～多世代共生型施設「桑名福祉ヴィレッジ」 ～

多機能・複合化



●事業経緯・スキーム

社会福祉法人 桑名市社会福祉協議会

施設管理運営

大和リース株式会社

施設整備

施設整備請負契約

桑名市
プロポーザルを実施（2段階方式・インセンティブあり）

事業者

提案土地賃貸借契約 公園整備委託契約

社会福祉法人 桑名市社会福祉協議会

複合型共生福祉施設を提案

20

※民間提案の事例紹介～多世代共生型施設「桑名福祉ヴィレッジ」 ～

フリー型提案

テーマ型提案

21

新しい福祉のかたち… 施設構成

※民間提案の事例紹介～多世代共生型施設「桑名福祉ヴィレッジ」 ～

5施設「⺠設⺠営」

公園「公設公営」

令和4年4⽉
オープン

桑名福祉ヴィレッジ

ヴィレッジ公園
（やまざきパーク）

多世代共生施設
「らいむの丘」

芝生広場
散策路

【かかわりあいのエリア】
ヴィレッジセンター
〔1F：交流ラウンジ〕
〔2F：会議室（大・小）〕

【すまいのエリア】
養護老人ホーム
母子生活支援施設

【かよいのエリア】
保育所
児童発達支援センター
生活介護事業所 店舗地域交流の場「公設公営」

※敷地全体は市の所有



第二の施設

公共サービス 民間サービス

PPP

第三の施設（PPF）

24

従来の公共施設
従来のPPP手法を活用した

公民連携施設 一般的な民間施設「コラボ・ラボ桑名」を活用した新しいジャンル「第三の施設」

小中学校

本庁舎 メディアライヴ（PFI）

コラボハウス（賃借）

又木茶屋（貸借）

福祉ヴィレッジ

神馬の湯

コンビニ

スポーツジム

税

市民

歳入確保・歳出削減

税

市民

土地代
運営費

固
定
概
念

（
法
・
条
例
・
方
法
・
考
え
方
）

民間事業者民間事業者民間事業者

はまぐりプラザ（指定管理者制度）

必要な市民サービスへ

ー誰ひとり取り残さない持続可能な社会へー

Initial・Running

民間のノウハウ最大限に活かす

第一の施設 民間施設

Public‐Profit Facilities～公的な利益を生む施設～

4.最後に「新しい視点をもった公民連携の取組み」：PPF「第3の施設」

22

三重県 桑名市

積極的に公民連携を進めています。

23

4.最後に・・・

東洋大学での研究を活かし

≪コラボ・ラボ桑名の概要・対話・提案受付フォーム≫



2023.10.30 MON
経営企画部 公共施設マネジメント課
マネジメント係 係⻑ 星野 篤史

第18回 国際PPPフォーラム

第18回国際PPPフォーラム

1

星 野 篤 史
Hoshino Atsushi

⼀級建築⼠

【経歴】
2008年 ⺠間建築設計事務所を経て廿⽇市市に⼊庁

建設部 建築指導課
2011年 総務部 課税課
2013年 建設部 都市・建築局 住宅営繕課
2018年 建設部 営繕課 営繕第３係 係⻑

東洋⼤学⼤学院
経済学研究科 公⺠連携専攻 ⼊学

2020年 建設部 営繕課 技術⽀援係 係⻑
東洋⼤学⼤学院
経済学研究科 公⺠連携専攻 修了

2022年 経営企画部 公共施設マネジメント課
マネジメントG ＧＬ
「公共施設包括管理業務」に携わる

2023年 経営企画部 公共施設マネジメント課
マネジメント係 係⻑



第18回国際PPPフォーラム

2

第18回国際PPPフォーラム

3
お好み焼き あなご飯もみじ饅頭かき

【廿⽇市市の⼈⼝】
廿⽇市市 116,068 ⼈
廿⽇市地域 75,771 ⼈
佐伯地域 8,890 ⼈
吉和地域 573 ⼈
⼤野地域 29,419 ⼈
宮島地域 1,415 ⼈
(令和5年10⽉1⽇)

【宮島の観光客数】2019年
来島者数 4,657,343⼈(過去最⾼)
※2023年400万⼈回復する⾒込み
外国⼈観光客 372,143⼈
(1位:フランス, ２位:アメリカ,３位:スペイン)



第18回国際PPPフォーラム

4

2023 Ｇ７広島サミット
2023年5⽉19⽇(⾦)、20⽇(⼟)、21⽇(⽇)

折り鶴ランプ 燈
（宮島御砂焼 対厳堂）

おりづるコースター
（障がい者就労⽀援事業所

リバティーはつかいち）

G7広島サミット
特別仕様けん⽟

（株式会社イワタ⽊⼯）

宮島ロクロ細⼯菓⼦器
（宮島細⼯協同組合）

嚴島神社での記念撮影 廿⽇市市産材でマルニ⽊⼯が製作したテーブル

第18回国際PPPフォーラム

5

筏津地区公共施設再編整備事業 事業スケジュール １／２

廿⽇市市公共施設マネジメント基本⽅針(H25)
廿⽇市市公共施設再編計画(H27)に基づいて
⼤野地域の公共施設の再編について議論がスタート

平成27年8⽉(2015)

⼤野筏津地区公共施設再編に向けた課題の抽出平成28年3⽉(2016)

RISTEX(代表:前橋⼯科⼤ 堤洋樹⽒)連携協定書を締結
⼤野地域の公共施設の再編について協議スタート平成29年3⽉(2017)

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業 基本構想 公表平成30年6⽉(2018)

公⺠連携導⼊可能性調査及び基本計画策定業務
公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施 結果公表
最優秀提案者：東洋⼤、(株)ﾛｰｶﾙﾌｧｰｽﾄ研究所、(株)⻑⼤

平成30年8⽉(2018)

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業に関する
サウンディング型市場調査実施

平成30年8⽉(2018) 〜
平成31年1⽉(2019)

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業 事業化⽀援業務
随意契約：東洋⼤、(株)ﾛｰｶﾙﾌｧｰｽﾄ研究所、(株)⻑⼤

平成31年1⽉(2019) 〜
令和 2年7⽉(2020)

※⻘字の部分が東洋⼤学に協⼒いただいた業務



第18回国際PPPフォーラム

6

筏津地区公共施設再編整備事業 事業スケジュール ２／２

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業 基本計画 公表令和元年6⽉(2019)

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業 実施⽅針 公表令和元年7⽉(2019)

廿⽇市市筏津地区公共施設再編事業 募集要項 公表令和元年10⽉(2019)

優先交渉権者「マチノニワいかなづ」に決定令和2年5⽉(2020)

本契約締結令和2年7⽉(2020)

旧市⺠センター解体⼯事着⼿令和3年8⽉(2021)

本体⼯事着⼿令和3年12⽉(2021)

本体⼯事完了
図書館移転作業後、旧図書館解体⼯事着⼿令和4年12⽉(2022)

３⽉供⽤開始令和5年３⽉(2023)

⼯事完了(図書館解体、外構)令和５年8⽉(2023)
※⻘字の部分が東洋⼤学に協⼒いただいた業務

第18回国際PPPフォーラム

7
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令和5年3⽉
46,838⼈

体育館

⼦育てリビング

図書館

市⺠センター

フジタスクエア まるくる⼤野 来館者数推移（2023年4⽉〜9⽉）

242,361

(⼈)

198,893

154,968

112,658

69,621

34,873

その他

令和5年度⼊館者数⽬標
37万5百⼈は達成する⾒込み

令和5年3⽉供⽤開始後
累計 289,199⼈ 達成

⽬標：37万５百⼈

第18回国際PPPフォーラム
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研修室

2023.8.19 photo
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⼯作室 夏休み陶芸教室

Civic Center
市⺠センター

⼯作室 イラスト教室

研修室 チラシの作り⽅教室調理実習室 こども料理教室ナカニワ オープニングフェス

第18回国際PPPフォーラム

11
⼯作室で開催された似顔絵教室

Library
図書館

こどもボランティアおはなし会① こどもボランティアおはなし会②

【⼤⼈向け】図書館体験ツアー 移動図書館⾒学会
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Arena
体育館

第18回国際PPPフォーラム
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Child Care Living

⼦育てリビング

好評のベビーマッサージ教室

アリーナのあき時間を利⽤した運動遊び教室

こどもたちに⼤⼈気のプレイルーム

放課後児童クラブすぐ隣の芝⽣広場 募集後すぐに定員となった放課後児童クラブ
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【新規事業の検討】
宮島の歴史⺠俗資料館と伝統産業会館の整備
・2027年秋 開館予定
・歴史⺠俗資料館と伝統産業会館の複合化
・移転後に残る有形⽂化財に指定された屋敷の

維持・保存と活⽤について官⺠連携⼿法を
視野に検討、近⽇中に実施⽅針を公表する予定

廿⽇市市シビックコア地区整備計画
・市役所周辺をシビックコア地区に位置付け
・まちなか居住や⺠間商業・サービス施設の誘導、

交通ターミナル、新たな都市基盤の整備、公共施設
の集約・再編を図り更なる賑わいと魅⼒のある
まちづくりを進める予定

【契約更新の検討】
廿⽇市市公共施設包括管理業務委託（第３期）

⇒令和6年3⽉31⽇まで
契約更新に合わせて契約内容等の⾒直し検討中

廿⽇市市新宮島⽔族館（仮称）整備事業（ＰＦＩ）
⇒令和8年7⽉31⽇まで

契約更新に合わせて契約内容等の⾒直し検討中

事業推進計画
■ 整備スケジュール
・令和４（2022）年度 整備基本計画の策定
・令和５（2023）年度 整備⼿法の検討・決定
・ 令和６（2024）年度 事業者の選定→以降整備着⼿
・令和９（2027）年度 秋の開館を⽬指す

■ 整備⼿法の検討

■ 現資料館利活⽤計画
・新資料館を⼤⻄市有地に移転新築するにあたり、現資料

館の建物をどのように利活⽤するかを合わせて検討する
・現資料館は保存⺠家が平成16（2004）年に登録有形⽂

化財として登録された他、主屋１棟、蔵３棟、代表⺠家
1棟、産屋１棟が伝統的建造物として特定されている

・公共施設としての整備、商業施設としての整備、それら
の複合施設としての整備など、利活⽤の⽅向性は多岐に
亘り、⽅向性によって適切な整備⼿法も異なる

・伝統的建造物であるという建物特性を活かしながら、適
切な形での利活⽤を⾏うための⽅向性を検討する必要が
ある

伝統的建造物として特定された範囲(⾚⾊部分)

利活⽤の⽅向性の⼀例

■ 概算整備事業費(建築設計・⼯事・監理費、展⽰設計・製作費)
・約30億円（消費税込み）を想定

・コロナ禍前の各施設の⼊館者数（宮島歴史⺠俗資料館
２万⼈、宮島伝統産業会館４万⼈、計６万⼈）に加え、
若年層や教育旅⾏に対する取り組みの強化による⼊館者
数増加を⾒込み、１５万⼈と設定する

■ ⽬標⼊館者数

Ｄ館（２Ｆ）

Ｄ館（１Ｆ）

代表⺠家

産屋 Ａ館

Ｂ館

Ｃ館

保存⺠家
（登録有形⽂化財）

ガイダンスシアター 厳島図会を使った
映像コンテンツ

宮島の歴史年表
＋資料展示

伝統工芸に
関する展示

厳島神社を中心とする
宮島の立体模型

・令和９（202７）年秋の開館を⽬指し、効率のよ
い整備⼿法を検討する

・市が設計・施⼯を分離してそれぞれ発注する従来⽅
式、建築・展⽰の設計施⼯を⼀括で発注するDB⽅
式、建築・展⽰の設計施⼯に加え、維持管理・運営
までを⺠間事業者に⼀括で委託するDBO⽅式、建
築・展⽰の設計施⼯、維持管理・運営に加え、資⾦
調達までを⺠間事業者に⼀括で委託するPFI⽅式の
４つのスキームを中⼼に、それぞれの整備⼿法の概
要や特徴を踏まえ、適切な⽅式を選択する

ご清聴ありがとうございました。

FacebookTwitter

InstagramHP



広陵町における公民連携の取り組み

東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻

修士課程14期（2021年3月修了）

奈良県広陵町企画部長 奥田 育裕

目次

1. 広陵町の概要

2. 広陵町と東洋大学のつながり

3. 東洋大学での学びの実践

4. 東洋大学との連携協定・共同研究



奈良盆地の中西部に位置、大阪市から直線距離で約30km

東西約4.5㎞、南北約6.0㎞、総面積16.30㎢ コンパクトなまち
1955年4月 3町村合併 広陵町(人口14,720人)誕生

1985年~1995年 町西部地域でニュータウン開発 人口急増

広陵町の概要

2023年9月末現在 人口 35,162人 世帯数 13,897世帯

奈良県下の「町」では最も人口が多い

地場産業 靴下製造 プラスチック成形 靴下の生産量 日本一

町内には数々の文化財や史跡が散在、国の特別史跡巣山古墳

(全長220ｍ)、重要文化財百済寺三重塔(鎌倉時代建立)、かぐや姫

の竹取物語ゆかりの讃岐神社などがある。

ニュータウンの町並み 町内約40軒の靴下業者 特別史跡 巣⼭古墳 三重塔 讃岐神社

地元の靴下産業が息づく西部地域

閑静な住宅地が広がる真美ケ丘地域 箸尾駅を中心に発展した北部地域

のどかな田園風景が広がる東部地域

総面積16.30㎢の約70％が市街化調整区域

４つの地域の総人口（35,162人）のうち約40％がニュータウン（真美ヶ丘地域）に居住

広陵町の概要



2018年 内閣府の地方創生人材支援制度で、東洋大学客員教授の中村賢一氏(３期生)が

広陵町まちづくり政策監に就任。

中村氏から「地方自治体こそ、組織の中で一定のポジションにある人が公民連携を学び、
実践するべきだ」との助言。2019年度に企画部長、2021年度に総合政策課長が東洋大学大学院で
公民連携を学ぶきっかけに。

広陵町と東洋大学のつながり

地方創生総合戦略の推進 公共施設再編再配置への助言

ＳＤＧｓ未来都市の認定

（2019年）

広陵町脱炭素ビジョン(再生可能エネ
ルギー導入計画)の策定（2022年）

職員の公民連携に対する理解促進

SDGs未来都市認定 広陵町脱炭素ビジョン

管理職のPPPへの理解が、町全体のPPP推進に繋がる。

●公共施設あり方検討委員会（庁内組織）の設置

首長をトップに据えたトップダウン型の組織にして、部局間の調整時間を省力化

●公共施設長寿命化（保全）計画の策定

施設の劣化状況と長期保全コストを見える化、全庁的に公共施設

マネジメントを具体的に進める指針とプランニングの方向を明確化

●公共施設等総合管理計画(改訂版）の議会への上程

改訂にあたって議会の議決事項に、議会としての責任が生じるように

●未利用地の売却

公募型プロポーザルにより、幼稚園跡地に民間提案の公園施設（ﾌﾞﾘｭｰﾊﾟｰｸ）を誘致

公共施設マネジメント

職員研修等の実施

公共施設マネジメント研修、事業planning研修、自治体経営に関するスキルアップ研修などを実施。

若手職員から管理職までを対象に、様々な研修を実施しながらPPPへの理解を深める。

東洋大学での学びの実践

公民連携室の設置

企画部総合政策課内に設置。町の公民連携窓口を一本化。各課の課題に対するPPP導入可能性を一緒

に検討。サウンディング調査の実施や民間事業者との協定を推進。



連携協定

2022年度に公民連携の推進、公共施設等の総合管理、地域社会の発展に資する人材育成等を目的

として、「公共施設等の総合管理」を含む研究に関する協定を締結。その一環として、耐震性

の不足や機能の劣化が問題視されている「中央公民館の再整備等具体的なテーマの研究」に当

たり覚書を締結。研究には、根本先生をはじめ専門的知見を有する院生が参加。

東洋大学との連携協定・共同研究

共同研究では「中央公民館再整備検討基礎調査」を実施。調査に当たっては町の担当課長も

院生として研究に参加。中央公民館に期待されている機能を十分に確保するとともに、町の財政
全体や他の支出に対する影響を最小限に止める方法を検討。

共同研究

SDGsの持続可能な開発目標にも寄与する取組の検討

質の高い教育 町民の文化活動のニーズに合わせる

住み続けられる
まちづくりを

町民の安全を維持し、更新費用を抑え、負担
を軽減する

パートナー
シップ

PPP（公民連携）で実施する

◆建 築 年 1973年
◆延床面積 2,066㎡

（ホール収容人数：408名）
◆主要構造 RC造
◆階数 2階
◆開館日数 305日
◆2022年度 公民館利用者 27,771人

うちホール利用者 7,371人

広陵中央公民館 かぐや姫ホール

広陵中央公民館再整備検討基礎調査（2022年度）
2017年 公民館利用グループを中心に中央公民館の建て替えを要望する会が結成され「老朽化

した中央公民館(ホール含む)の早期建て替えを望む１万人署名」が町長に提出される。

2018年 「公民館の早期建て替えを求める請願書」が、議会において全会一致で採択される。

2019年 町は「広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会」を条例設置。

2022年 委員会からの答申を受け、町は「2025年度を目処に中央公民館の再整備に関する

構想及び基本計画を策定する」としている。

背景

基礎調査の目的は、中央公民館建て替え計画と総合管理計画を対立軸で捉えるのではなく、

それぞれの趣旨を尊重して、「公共施設としての安全性、財政的負担の持続性、現在の
中央公民館が果たしている機能の確保」を同時に実現する方法を検討する。

目的



広陵中央公民館再整備検討基礎調査（2022年度）
比較
検討 最終的に判断するのは町・町民。しかしその前提として、判断に必要な情報を整理し提供する必要がある。

立派な施設が多数あれば、利用者の効用が高くなるのは当然。問題はそのためにどの程度の予算を充てるか。
これは相対的な優先順位の問題。比較可能な案を客観的に比較する。

多機能化共⽤化集約化ソフト化広域化

⽅
法

既存の施設を改
修して移転する
（＝機能移転）
独⽴施設ではなく
複合施設として
設置

学校と地域で同
⼀施設（図書
室、体育館、調
理実習室など）
を共⽤

同種類の施設
同⼠の統廃合

現在の施設⺠営
化
⺠間施設を利⽤
し必要に応じて
補助する

複数の地域の住
⺠が利⽤すること
を想定して、⾃治
体同⼠で共同設
置する。

あり。（固定席
（含む移動観覧
席）を設置可能
な施設があれば
可能）

あり。（将来の
学校再編の中
で実施することに
なるので時間が
必要）

固定席を有する
ホールは本施設
だけであり対象
外

難しい
あり。（ただし他
⾃治体との調整・
交渉のための時
間が必要）


␗
ঝ
ष
भ
適
⽤
可
能
性

EDCBA

学校連携広域連携機能移転⼤規模改修更新⽅
式

将来の学校
再編の際に、
学校施設内
に設置し地域
と共⽤する。

近隣⾃治体
が所有する
ホールの改修、
建て替えを機
に、費⽤を分
担して共同利
⽤する。

移転先としてホール機能を有する
3施設を想定。改修のグレードで
さらに分類。

C-11:はしお元気村多⽬的
ホール拡張

C-12︓同現状のまま改修
C-21:総合保健福祉会館4

階⼤会議室拡張
C-22:同現状のまま⾳響改修
C-23:同現状のまま
C-31:グリーンパレス移動観覧

席設置
C-32:同現状利⽤

設備・内装等の
改修を⾏う。躯
体は現状のまま。

B-1︓⼤規模
改修
B-2:リファイン
改修（外部
デザインの変
更）

建て替える。

A-1:答申の
300席
A-2:ダウンサイ
ジング(200
席）
A-3︓平⼟間
＋移動観覧席

内
容

「施設ではなく機能を持続可能にする」ために一般的に用いられている手法 広陵町にとっての選択肢

備考前提項⽬

建築図⾯より簡易積み上げ個別に積算延床⾯積

2008年総務省ソフトの単価を近年事例および物価上昇を勘案して設定ホール700千円／㎡、諸室500千円／㎡更新単価

総務省ソフトの考え⽅を準⽤⼤規模改修︓更新単価の60%、リファイン改修︓同70%、中規模改修︓同20%改修単価

総務省ソフトの考え⽅、近年類似事例を勘案して設定更新後60年、築30年以上経過して劣化しているケース︓20年、築30年以内で劣化していないケース︓30年使⽤年数

建築保全センター標準値を勘案して設定更新時︓4.0％／年、⼤規模改修︓3.0%／年、中規模改修︓3.7%／年保全費率

設計・監理費、光熱⽔費、⼈件費、事業費は含まず（実施時には⾒積もりの必要あり）延床⾯積×更新単価または改修単価＋更新単価×保全費率×使⽤年数ライフサイクルコスト(LCC)

使⽤年数が⻑いほどLCCは⾼くなるので、年あたりを計算して同条件で⽐較するLCC÷使⽤年数年あたりLCC

選択肢の比較の前提

広陵中央公民館再整備検討基礎調査（2022年度）

不足している情報の補完、建築面での検証、住民の関心を高めるためのワークショップの開催
など今後の検討課題を踏まえ、2023年度に中央公民館再整備基本方針を策定。

多数の整備パターンの
中から、４つの選択肢
に絞り込む。



広陵中央公民館再整備検討基礎調査（2022年度）

1回目質問と2回目質問に対する回答の変化東洋大学式デリバレイティブポリングのフロー

今後の合意形成検討のために、職員を対象にして再整備の各パターンへの評価を問うアンケートを東洋大学式

デリバレイティブポリングの手法により実施。Webアンケートソフトを用いてPCやスマホで匿名式で回答。

「1回目投票⇒説明⇒2回目投票⇒賛否理由の自由回答」のフローを定式化、これにより1回目投票と2回目投票

の回答変化で認識の変容を確認することができる。また、自由回答を分析することで賛否の理由を把握。

「説明要望」は28名から10名に減少
「機能移転」に8名、「更新」に3名、「大規模改修」
に3名、「広域連携または学校連携」に3名が移動。

「説明が認識の変化を促す効果は大きい」

「更新」 「大規模改修」 「機能移転」 「広域連携または学校連携」

「こだわらない」 「説明要望」
１回目回答での「説明要望」選択者28名の2回目回答

広陵中央公民館再整備基本方針策定（2023年度）

１）広陵中央公民館の周辺施設（広陵町役場・広陵町総合保健福祉会館（さわやかホール）・広陵町
ふるさと会館グリーンパレス・はしお元気村）を含めた広域的なエリアでの再整備

２）再整備案の導入可能性基礎的検討業務（建築面、民間サウンディング、手法面（含むVFM））
３）町民意見聴取業務（住民アンケート、住民ワークショップ）

業務
内容

対象 2023年7月1日時点での住民

人数 2,000名

回答方法 webアンケートまたは郵送

有効回答数 809

有効回答率 40.5%

対象2000通に対して有効回答数809、

有効回答率40.5%であり、十分な回答を

得られた。

広陵町の老朽化した公共施設に関する住民アンケート 「回答者の属性」

アンケートでは再整備の対象である役場庁舎、

総合保健福祉会館、ふるさと会館、

はしお元気村の４つの施設の利用経験や

再整備に係る３案（現地建替え・大規模改修・

集約再編）について問う。



広陵中央公民館再整備基本方針策定（2023年度）
広陵町の老朽化した公共施設に関する住民アンケート 「対象施設の利用経験」

利用経験は、すべての施設について、「週1回・月1回以上」は数％にとどまり、「ほとんど利用していない」、
「まったく利用したことがない」が大半を占めた。

三つの案の賛否では、１案（現地建替え）が12.7%、２案（大規模改修）が11.7%に対して、３案

（集約再編）が55.1%と過半を占めた。これ以外には、「分からない、関心がない」が14.2%あった。

広陵中央公民館再整備基本方針策定（2023年度）

広陵町の老朽化した公共施設に関する住民アンケート 「三つの案の選択」

1案 現地建替え 2案 大規模改修 3案 集約再編

今後、住民ワークショップやサウンディング調査などを実施し、中央公民館再整備基本方針を策定。
2023年度末に町の最終方針を決定する。



ご清聴ありがとうございました。
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